様式第1

　　
　　年　　月　　日　　
　
　富山県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　申請者住所　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称及び代表者氏名　　　
　

　　年度伝統工芸品産業支援事業費補助金交付申請書
　
　　年度において伝統工芸品産業支援事業費補助金補助事業を実施したいので伝統工芸品産業支援事業費補助金　　　　　　　円を交付されるよう富山県伝統工芸品産業支援事業費補助金交付要綱第５条の規定により、次の関係書類を添えて申請します。

　　関係書類
1 伝統工芸品産業支援事業費補助金補助事業計画書（別紙１）

2 収支予算書（別紙２）

3 経費積算内訳（別紙３）

4 事業スケジュール表（別紙４）

5 決算書の写し（直近2期分）
別紙１

伝統工芸品産業支援事業費補助金補助事業計画書

1. 補助対象事業

【申請事業に○をして下さい。】

販路開拓事業　　　人材育成事業　　　
　
　
　
　
2. 実施計画名「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
【内容を把握しやすく、なるべく簡潔な題目にして下さい。】
3. 補助事業実施者

(1)  補助事業実施者

(2)  代表者氏名

(3)  住所
(4)  電話番号

(5)  資本金・出資金（千円）

(6)  設立年月日

(7)  従業員数

４．事業概要等

(1)　事業目的

(2)　期待される成果及び目標

(3)　具体的内容

今回行おうとする事業の内容、規模及び方法


　 

　　

　(4)　県の補助金交付を受けた実績（過去５年間）

５．事業実施方法
(1) 実施体制

(1)　実施体制

 (2)　実施日程（開始予定日～完了予定日）

(2) 実施日程（開始予定日～完了予定日）
(3) 実施予定場所

６．補助金申請額合計

別紙２

収　支　予　算　書

〈収入〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	項　　目
	予算額
	備考

	補助金
	
	

	自己資金
	
	

	合　　計
	
	


〈支出〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	事業区分
	経費区分
	補助事業に要する経費
	補助金の金額
	備考

	販路開拓事業
	謝　金
	
	
	

	
	旅　費
	
	
	

	
	事務費
	
	
	

	
	委託費
	
	
	

	
	小　計
	
	
	

	人材育成事業
	謝　金
	
	
	

	
	旅　費
	
	
	

	
	事務費
	
	
	

	
	委託費
	
	
	

	
	小　計
	
	
	

	合　　計
	
	
	


別紙３
経　費　積　算　内　訳

（単位：千円）

	事業区分
	経費区分
	金額
	経費積算内訳
	備考

	販路開拓事業
	謝　金
	
	
	

	
	旅　費
	
	
	

	
	事務費
	
	
	

	
	委託費
	
	
	

	
	小　計


	
	
	

	人材育成事業
	謝　金
	
	
	

	
	旅　費
	
	
	

	
	事務費
	
	
	

	
	委託費
	
	
	

	
	小　計


	
	
	

	合　　計
	
	
	


別紙４

事業スケジュール表
	項目
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　実施項目ごとに、予定を⇔等で記入してください。

【事業の概要を簡潔にご記入下さい。】








【現状と課題、何を解決するための事業であるのか、その必要性をご記入下さい。】











【どのような成果を目標とするか、成果の適用によりどのように伝統工芸品産業の活性化への貢献が期待されるのか等を以下の項目に留意してできる限り具体的にご記入下さい。なお、継続事業の場合は、前回の結果を踏まえた成果及び目標を記入下さい。】


・地域等における新たな産業・雇用の創出効果


・経済的波及効果、地域の活性化


・市場創出効果


・人材育成効果








【上記事業目的を達成するための具体的方法、アイデア等、検討事項とその方法をご記入下さい。また、どの程度の規模で行うかを記入し、その規模を選んだ理由をご記入下さい。


　なお、継続事業の場合は、前回の結果を踏まえ、どのような変更、改善を行うかも記入下さい。】








①外部委託・委嘱の相手先概要、委託・委嘱内容


　


②連携（共同研究、提携事業等）の相手先概要、連携内容





③参加・協力組織の相手先概要、協力内容





④成果の従業員又は組合員への指導・研修体制











